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           1．第 63 回インド独立記念日 祝辞            

当協会の森喜朗会長が、インド独立 62周年(第 63回独立記念日)に際して祝辞を贈りました。 

下記にご紹介致します。 

Congratulatory Message for the 63rd Independence Day of India 
from Yoshiro Mori, Chairman of the Japan-India Association 

August 15th, 2009  

On the auspicious occasion of the 63rd Anniversary of India’s Independence Day, I have 

the honor to send my warmest congratulations to the people and the government of India. 

Thanks to its strong economic growth and vibrant democracy, India’s future is bright and 

its international stature ever growing. The last general elections successfully held in 

April-May this year has proved that the “largest democracy of the world” smoothly functions. 

The participation of India in, and its contribution to, the world summit meetings such as 

the dialogue with G8 leaders and the G20 summit are recognized as indispensable for the 

management of world politics and economy. 

As one of many Japanese friends of India, I welcome the ascendance of India in the world. 

The relationship between Japan and India continues to develop in a satisfactory manner.  Dr. 

Manmohan Singh, Prime Minister of India, visited Japan twice last year；the first to attend 

Toyako summit and the second in the bilateral context, and enhanced further our already 

excellent relationship. I expect that this year will see the visit of our Prime Minister 

to India as agreed upon in our “global strategic partnership”. Other visits of importance 

took place in both ways, on official levels and in private sectors. 

 A wide range of dialogues and cooperation have been organized in various fields; 

politico-security, trade and investment, energy and environment, culture, science and 

academic cooperation. Japanese investment to India has been accelerated and the number of 

Japanese companies has reached 550 companies and 838 points. India has become the largest 

recipient of Japan’s official development assistance (ODA). The amount of ODA provided by 

Japan to India in FY 2008 amounted to 236 billion yen. Many important projects have  been 

implemented through Japan’ cooperation in such areas as  urban metro-traffic systems in 

big cities and power plants, reforestation, drinking water and sewage systems,  better 

sanitary conditions and poverty alleviation, support to education systems, etc. 

Unprecedented big-scale projects such as the construction of a dedicated freight corridor 

and the industrial corridor between Delhi and Mumbai are well in the progress. 

 It is my sincere hope that our constructive relationship will contribute to resolve global 

issues such as the fight against the planet’s warming, the nuclear disarmament and 

non-proliferation of mass-destruction weapons, the reform of the United Nations Security 

Council and other international systems, and the fight against pandemics.  Then Japan-India 

relationship will become truly worth of the name of “global strategic partnership”. 

 The Japan-India Association, with its historical heritage of 106 years and many 

well-intentioned members, is determined to endeavor for an even-more better relationship 

between the two peoples. 

 

8 月 15 日付け“The Japan Times”,“THE DAILY YOMIURI”,“International Herald Tribune(日

本版)”の 3紙にも掲載されました。当協会の HP には和訳も掲載しておりますので、ご参照下さい。 



 

4 

<南インド 4州> 

         2．チェンナイ出張 報告  平林理事長             

ヴァイタリティあふれる南インド 

2009 年 7 月末日記 

わが国では、インドというとどうしても首都デリー、第一の経済都市ムンバイ(旧ボンベイ)、昔

から日本と関係の深いコルカタ(旧カルカッタ)などに注目が集まり、南インドについての情報は少

ない。(財)日印協会にしても、南インドを扱うことはそう多くなかった。そこで、去る 7 月初旬、

タミルナド州都のチェンナイを訪れたので、この機会に最近の南インドについて報告する。 

私は、1998 年から 2002 年までの 4年半の間、在インド大使として南インドも何回も訪れたが、

今回の訪問はそれ以来であった。直接の目的は、東芝がインドのジンダル･サウス･ウェスト(JSW)

社と合弁でチェンナイに建設するタービン･発電機工場建設の調印式に立ち会うためであったが、

この機会に、カルナニディ州首相、その息子であり後継者候補であるスターリン副首相兼工業大臣、

ファルーキ工業次官等の州政府関係者、印日商工会議所のクリシュナスワミ会頭以下の日印関係者、

インド人を日本企業に受け入れる窓口である AOTS(海外技術研修機構)のチェンナイ支部チャンド

ラモハン会長ほかの皆様、チェンナイ日本商工会の西田淳一副会長(インド三井物産チェンナイ等

支店長)などにお会いし、最近のチェンナイの空気に直接触れることができた。 

皆川一夫在チェンナイ総領事以下総領事館の皆様にも総領事公邸の懇談会においてお話を伺う

ことができたほか、多くの便宜供与を頂いた。なお、皆川総領事は、現地社会に良く食い込んでお

られるが、ローラーブレードに乗ってチェンナイの大通りを走りまわるスポーツ外交官としても有

名であり、現地の新聞に紹介されて気を吐いておられる。 

以上の関係者のほか、お世話になった外務省南西アジア課に対し、感謝したい。 

 

1．デリーのみではインドは語れない。 

  インドは広く大きい。北インド、東北インド、中

部インドなどの地域差、さらには州毎の特色が顕著

である。政治、経済、文化すべてにわたって独自色

が強く、まさに｢多様性の中の統一｣というインドの

キャッチフレーズそのものである。 

タミルナド(TM)、カルナタカ(KN)、アンドラ･プ

ラデシュ(AP)、ケララ(KR)の南部 4州は、それだけ

で日本の 2倍の国土と 2.5 倍の人口を有する。 

特に、北インドと南インドの相違は顕著である。

気候など自然条件だけではない。15 世紀から 17世

紀にかけてムガール帝国が北インドを支配し、特に

第 6 代皇帝アウラングゼーブの時代には版図は最

大となり、中部インドまでを支配下に置いたが、南

インドを支配することはできなかった。簡単にいえ

ば、北の麦の文化に対する南のコメの文化、アーリ

ア系よりはドラヴィダ系の目立つ人種構成(人々もどちらかといえば小柄で肌の色も濃い)、ヒンズ

ー語系とはまったく異なる言語体系、北のヒンズー寺院とは異なる建築様式の南インド式ヒンズー

(出所: Wikipedia) 

KN 

AP 

TM 

KR 
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寺院など、相違を挙げればきりがない。もっとも、南インド 4州の間にも相違がある。とくに言語

は同じ南インド系であっても、AP 州はテルグ語、カルナタカ州はカンナダ語、タミルナド州はタミ

ル語、ケララ州はマラヤラム語とそれぞれ異なる。 

 

2．南インドはダイナミックに発展しつつある。 

 南インド 4州は、平均して北インドよりも識字率などの人間開発指標(Human Development Index)

もよく、政治的にも相対的には安定し、経済的にも躍進のスピードが速い。とくに、英国統治時代

から南インド経営の中心地であったチェンナイ(旧マドラス)とフランスの拠点であったプドゥチ

ェリー(旧ポンディチェリー)を抱えるタミルナド州と、IT と科学技術の中心バンガロールを有する

カルナタカ州の経済成長は著しく、外国からの投資も極めて活発である。アンドラ･プラデシュ州

は、｢両州に追い付き追い越せ｣がモットーである。ケララ州は、教育水準がインド中で最も高く、

中東への出稼ぎ労働者の一大拠点であるが、工業もそこそこに興っている。 

特に、TM 州の州都チェンナイは、海洋に面しているため、アジア太平洋地域や中東アフリカさら

には欧州への窓口としてその将来性が大きく、インドの中のみならず海外からも注目されている。

すでに、経済的に躍進著しい東アジア太平洋地域への玄関口となっているが、将来的には、日本や

中国も熱心に推進しようとしている東南アジアの大メコン経済圏構想と呼応する南アジア産業大

動脈構想なども出てくるであろう。 

 日本政府も以上の事情に注目し、昔から置いてあった在チェンナイ総領事館を一層重視している

ほか、最近はバンガロールにも領事官事務所を開設した。 

南インド 4州の事情については、南インド 4州比較表参照。 

3．チェンナイは日本企業にとって今後ますます有望である。 

―TM 州は日本の投資を大歓迎 

  南インドへの日本企業の進出も加速化しつつある。2009年 7 月現在、TM 州に 146 社、KN 州に 107

社、AP 州に 25 社、KR 州に 13 社が進出しているが、TM 州のチェンナイ近辺には大型投資案件が続

いている。小松製作所が進出済みのほか、日産自動車が間もなく操業開始の予定であり、東芝の上

記工場も 2011 年には操業開始の予定である。このほか代表的なのは、自動車に関連した日本精工、

三菱重工業、小糸製作所等、商社では三井物産、三菱商事、住友商事等、パナソニックや味の素等

<南4州比較表>
タミルナド州 アンドラ・プラデシュ州 カルナタカ州 ケララ州

13万 27.5万 19.2万 3.9万

6,211万人 7,573万人 5,273万人 3,184万人

チェンナイ
(640万人)

ハイデラバード
(550万人)

バンガロール
(570万人)

ティルバナンタム
(90万人)

73.47パーセント 67.04パーセント 61.11パーセント 90.92パーセント

ドラヴィダ進歩連盟 コングレス党 インド人民党 インド共産党

Surjit Singh Barnala N.D.Tiwari H.R.Bhardwaj R.S.Gavai

K.M.Karnanidhi K.Rosaiah(注参照) B.S.Yeddyurappa V.S.Achuthanandan

タミル語 テルグ語 カンナダ語 マラヤラム語

Rs.2兆1065億 Rs.1兆9452億 Rs.1兆5280億 Rs.1兆250億

一次産業
米、サトウキビ、
コーン、エビ等

米、綿花、コーン、
サトウキビ、タバコ等

コーヒー、絹等
コプラ、紅茶、
スパイス等

二次産業
自動車、繊維、セメント、

バイオ･医薬品等
バイオ・医薬品

航空機、防衛、ハイテク、
自動車、バイオ等

食品加工等

三次産業 IT等 IT等 IT等 IT、観光業、(出稼ぎ)等

146企業 25企業 107企業 13企業

自動車、建設機械、家電、
重電、保険･金融、石材等

プラント建設、
エンジニアリング等

自動車、IT、建設機械等 医薬品、食品等

(出所: 外務省資料及びインド政府ホームページより作成)
    注: 9月3日、Y.S.Rajasekhara Reddy州首相はヘリコプターの事故による死亡が明らかになった。

主要言語

州内総生産(2006年)

主要産業
(2004年)

邦人企業数(2009年7月)

        9月6日、K.Rosaiah(前財務大臣)が暫定州首相に就任した。

面積(㎢)

人口(2001年国勢調査)

州都
(人口)

識字率(2001年)

州政権党

知事

州首相

邦人企業業種
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の製造業、三菱東京 UFJ 銀行や三井住友海上火災保険といった保険･金融業、場所柄を反映して日

本郵船、商船三井、日本通運等の物流、アマダや日立製作所のソフトウエア部門等がある。 

  今回の訪問においても、カルナニディ州首相、スターリン副首相兼工業大臣、ファルーキ工業次

官など州政府関係者は、進出した日本企業のためにはできるだけの便宜をはかることを強調してい

た。TM 州の投資誘致および支援の一元的窓口であるタミルナド産業開発公社のプラヴィーン会長兼

社長も、自分は日本が大好き、日本企業案件は最優先で取り組んできたしこれからもそうする旨強

調していた。 

ちなみに、東芝については、TM

州政府は広大な州有地を提供し

たほか、チェンナイ工場で製造さ

れる巨大なタービンや発電機を

運搬するための道路や橋梁の強

化等の整備･建設等について州政

府も国も必要なものについては

特別の便宜を計らってくれるこ

とになった。今回も、東芝電力シ

ステム社の五十嵐社長以下の代

表団に対し、普通ではなかなか外

国人とは会わないカルナニディ

州首相も大歓迎で出迎えた。(写

真参照)  
日本企業の進出先としては、これまではデリー南西のグルガオン、マネッサールからジャイプー

ルに向かう国道沿いのハリアナ州からラジャスタン州北部にかけての一帯、デリー東郊外のノイダ

およびグレーター･ノイダ(ウッタル･プラデシュ州)が好まれてきた。確かにこれらの地域は首都に

近く、勤務生活条件もインドの中では相対的には良いほうである。また、将来は、デリー･ムンバ

イ貨物新幹線とデリー･ムンバイ産業大動脈により、グジャラート州やマハラシュトラ州までも結

ばれ、デリーの第2空港の建設なども俎上に上っているので、今後立地条件はさらに改善されよう。

ただ、デリーに近いところは徐々にいっぱいになりつつあり、土地の取得も困難になってきた。 

最近は、ラジャスタンを超えた南西部に広がるグジャラート州が、ナレンドラ･モディ州首相の

強い意向もあり、日本企業の誘致に一方ならぬ意欲を示している。 

ムンバイ近辺(マハラシュトラ州)、コルカタ近辺(西ベンガル州)、バンガロール近辺(カルナタ

カ州)も引き続き有力である。 

 これらに比し、タミルナド州は、優れた立地条件にもかかわらず、どちらかといえば地味な印象

を与えてきた。しかし、実際には、自動車生産はインド全体の 25%(フォード、ヒュンダイ、BMW、

三菱自動車の外国企業、TVSおよびアショック･レイランドのインド企業が進出済みで、さらにダイ

ムラーも進出する)、自動車部品は 35%、IT もバンガロール、ムンバイに次ぐインド第 3位である。

さらにチェンナイ郊外の工業団地の拡充、新設が進んでいる。また、東南アジア諸国は歴史的関係

および地理的な近さのために、つとにチェンナイに注目し進出してきたが、日本からみるとデリー

などよりさらに遠く感じられるのか、商社や海運会社を除けば、その魅力が無視ないし過小評価さ

れてきたきらいがある。小松製作所、日産自動車、それに続く東芝の進出は、製造業拠点としての

チェンナイの利点をハイライトさせることに貢献している。 

また、北隣のアンドラ･プラデシュ州も、テルグ･デッサム党のチャンドラバブ･ナイドゥ政権以

撮影: 東芝電力システム社 

筆者 

カルナニディ州首相 

州首相の右後 

スターリン副首相 
州首相の左後 

五十嵐東芝電力システム社長 

皆川 
在チェンナイ総領事 
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来、政権が代わっても(現在は国民会議派政権)投資誘致に熱心である。IT(全国第 4位)のほかバイ

オや医療･薬品産業が有望である。アンドラ･プラデシュ州内にあるがチェンナイに近いクリシュナ

パトナム港(チェンナイ北方 120km)とサテャベドゥ(同 50km)間の｢製造業投資地域｣(MIR)、近く完

成するスリーシティー(同 60km)の特別経済地区(SEZ)は、州都ハイデラバードよりはチェンナイの

ほうがずっと近い。チェンナイの北に広がるタミルナド州の最大の港湾エンノールからスリーシテ

ィーまでは、わずか 40km である。 

―TM州の政治は TM州に根差した地方政党が掌握 

なお、タミルナド州はほかの多くの主要な州と異なり、州の政治は全国政党(国民会議派、イン

ド人民党、共産党、大衆社会党)ではなく、長い間地元に根付いた地方政党の統治下にある。現在

は、国民会議派と連立を組むドラヴィダ進歩連盟(DMK、党首カルナニディ州首相)が州政府を抑え

ているが，その前は、インド人民党と握ったライバルの地元政党･全インド･アンナ･ドラヴィダ進

歩連盟(AIADMK、党首ジャヤヤリータ女史)が州の政権を担当した。両党および両党首はまさに犬猿

の仲であるが、双方とも｢タミル人のタミル人によるタミル人のための｣政治という点では共通であ

る。従って、仮に政権が代わっても、州政府の日本企業歓迎の姿勢にはいささかも変わりはないと

思われる。 

タミルナド州は、テロ情勢も緊迫したところはない。最近スリランカのタミル武装勢力(LTTE、｢タ

ミル･イーラム解放の虎｣)が掃討され内戦状態に終止符が打たれたので、タミルナド州のタミル人

としては、内心は忸怩たるものがあろうがホッとしているところもあろう。 

―南インドは観光の宝庫 

 なお、観光地として日本人に知られているのは、デリー、アグラ(タージマハルなど)、ジャイプ

ール(ピンクシティー)を結ぶゴールデン･トライアングルやアジャンタ、エローラの石窟寺院群な

どであるが、南ンドにも、見るべきところは多い。 

私がかつて訪れただけでも、たくさんの大岩石彫刻や｢海岸寺院｣で有名なマハーバリプーラム

(チェンナイ南)、中世ヴィジャナガル王国の首都跡ハンピ(バンガロール北方)などの世界遺産のほ

か、玄奘も訪れたヒンズー寺院で有名なカンチープーラム、大ヒンズー寺院のあるマドライ、ヒン

ズー教の聖地でインド洋、ベンガル湾、アラビア海が交わるコモリン岬(以上 TM 州)、最後まで英

国支配に抵抗した藩王国の首都マイソール(KN州)、独特の古典舞踊カタカリ、アユルベーダ医療や

バック･ウオーターで有名なケララ州の各地など、いずれは訪れてみたいところだ。 

(了) 
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              3．様々なインド 講演 要約                

◆<第 21 回> 小林信子さん｢インドでマダム、暮らしてみたニューデリー｣ 

“聞くクスリ…” 
朝から曇り空で、はっきりしない天候でしたが、7 月

31 日(金)午後 6 時前から、参加者が会場である当協会事

務局に集まって下さいました。既に『インドでマダム』(文

芸春秋企画出版部)というご著書のある小林さんは、5 人

の使用人を抱えての苦労話や、インド人の積極性と日本

人の消極性、停電で困ったこと、パジャマ(インド様式の

服)とナイトスーツ(日本のパジャマ)の違い、インドの知

人からマダム教育を受けたこと、日印両国民間の考え方

の相違による心の葛藤等々も含め、随所にユーモアを交

えながら話して下さいました。 

5 年半のインド滞在のキャリアを持つ小林さんのお話

は、インパクトあり、説得力あり、でした。インド人とのお付き合いのコツは「3A+1A」、3A は｢あ

○てない･あ○らない･あ○らめない｣、そして 1A｢あ○にしない｣とのこと。インド通の参加者は、

○に何が入るか、すぐわかってしまいました。読者の皆様はいかがでしょうか。また、前回の<様々

なインド>の『インド人名とカースト』を聞き、インド人マダムの名前から、その暮らし向きに得

心がいったこと等もお話くださいました。 

参加者の皆様方は、インドを離れる頃にはすっかり堂に入ったインドマダム振りを発揮されてい

たに相違ない小林さんのお姿を、思い浮かべていたのではないでしょうか? 

 
“飲むクスリ…” 
今回の様々なインド開演前には、ちょっとしたサプライズがありました。なんと、参会者全員に

｢ロイヤル･アイス･ミルクティー｣が振る舞われたのです！仕掛け人は、初鹿野みのぶさんです。初

鹿野さんは当協会の会員でもあり、知る人ぞ知る、日本紅茶協会認定のシニアティーインストラク

ター、専任レクチャラーでいらっしゃいます。 

小林さんの講演前に、必要な諸道具を協会事務所に持ち込み｢ロイヤル･アイス･ミルクティー｣を

淹れて下さいました。紅茶と砂糖とミルクとカルダモンがほどよく調和した冷たい特製紅茶は、｢ロ

イヤル｣でありながらスパイシーな味わいで、皆さんに喜ばれました。 

初鹿野さん、ほんとうにありがとうございました。 

  二つのクスリで気分爽快、英気溌剌、この夏を乗り切りましょう！            (8 月 3日記) 

<講演風景    正面 小林講師> 
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◆<第 22 回> 佐藤雅子さん 

｢ヒンドゥー文化とイスラム文化の美しい融合    ～カタックダンスのリズムに乗って～｣ 

“観るクスリ…“ 
暑い日でした。 

8 月 21 日(金)、大勢のカタックダンス ファンが集

い、DVD の映像を交えて熱弁を振るう佐藤雅子さんの

インド修行時代のお話に聞き入りました。フラメンコ

の源流になったとも言われるカタックダンスは、北イ

ンドの宮廷舞踊として定着しています。 

佐藤さんは、1995 年渡印、長い時は一日７時間の猛

練習をなさったそうです。カタックダンスの特徴は、

｢しなやかに、メリハリをつけて、シンメトリーに踊る｣

ことなので、訓練は、“軸回りを整える”、“内ももの筋肉を鍛える”、“左右のバランスよく”、“お

尻を締めてキュッと上げる”などを中心に行われたそうです。佐藤さんの背筋をピンと伸ばした姿

勢は、特に印象的でした。 

このような厳しい練習の後、師に認められてからは、インド各地での公演に加わって更に腕（お

御足?）に磨きをかけ、カタックダンスの第一人者となった佐藤さんは、2005 年帰国後は、公演と

後進の指導に熱意を注いでおられます。現在は、東京の麹町で｢みやびカタックダンスアカデミー｣

を主宰されています。 

超多忙な日々の合間を縫って、講師を務めて下さった佐藤さん、有難うございました。 

 

“またまた飲むクスリ…” 
  ドリアン、マンゴスティンと並んで世界三大果実の 1つであるマンゴーの、更にそのマンゴーの

王様といわれるアルフォンソ･マンゴーのジュースを、参集された皆様に味わって頂きました。暑

い夏にはぴったりのトロピカルな味わいです。マンゴーには、ビタミンが豊富に含まれ、カゼやが

んの予防にも効果があるそうで、紫外線からお肌を守る効果も高いといわれています。味だけでな

く、効果も王様級です。 

当協会会員の有限会社シタァール様からのご協力によるものです。ありがとうございます。 

<講演風景 佐藤講師> 
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             4．インドニュース  7 月～8月                 

《 インド･ニュース(2009 年 7月) 》 

 1. 内政  

6 月 30 日 

¸ 1992 年 12 月に発生したバーブリー･マスジッド(ウッタル･プラデシュ州アヨーディヤにあった
イスラム教寺院)破壊事件を調査していたリベルハン調査委員会が、17年間にわたる調査結果の

報告書をシン首相に提出した。内容は明らかにされていないが、インド人民党(BJP)関係者の責

任を問う内容になっているとの報道もある。 

 

 

 

 

 

 

 

7 月 2 日 

¸ インドのモンスーン国会が開幕。会期は 8月 7日までの予定。なお、インドの国会は 3つの会期
(2 月～5 月頃の予算国会、7 月～9 月頃のモンスーン国会、11 月～12 月頃の冬期国会)に分かれ

て開催される。通常、予算は予算国会で審議されるが、本年は総選挙が行われたため、予算国会

は 2週間しか開催されず、今回のモンスーン国会で 2009 年度予算が審議されることになる。 

¸ デリー高等裁判所が、同性愛行為を違法と定めている刑法の規定について、憲法上認められた基
本的人権を侵害するものとして、同性間の性交渉を合法とする初の司法判断を下した。 

 

 

 

 

 

7 月 8 日 

¸ インド首相府は6月4日のパティル大統領演説で示されたイニシアティブの履行状況をモニタリ
ングするための組織(Delivery Monitoring Unit)が首相府内に設置されたと発表。パティル大統

領演説は第 2 次マンモハン･シン政権の基本方針となるものであり、全国民への ID カード配布、

食料供給法の制定、農村雇用保障法の適用範囲の拡大、農村のインフラ整備、都市における住宅

建設計画(スラム対策)、女性の識字率向上計画、職業訓練計画など社会的弱者対策のための様々

なイニシアティブが盛り込まれている。 

7 月 26 日 

¸ インド初の国産原子力潜水艦｢アリハント｣の進水式が行われた。2年後の実戦配備を目指し、今
後試験運転が行われる。｢アリハント｣はインド国産だが、ロシアとの共同開発による成果。イン

ドはロシアとの間で、原子力潜水艦のほか、巡航ミサイルや戦車などの共同開発を行っている。 

 

 2．経済  

7 月 2 日 

¸ ムカジー財務相が国会にエコノミック･サーベイを提出。2009年度の成長率については、モンス
ーンや世界経済の状況に左右されるとした上で、6.25～7.75%になるとの見通しを示した。 

メモ： 
1860 年の英国植民地時代に制定されたインド刑法の第 377 条は、同性愛行為を含む｢自然の秩序に反す
る肉体的交合｣に対して懲役10年の刑を課している。今回の司法判断はこの条文に対して違憲判断を下し
たもの。インド各紙はこの判決を1面で大きく取り上げた。今後、刑法の修正等に関する政府及び議会の判
断が注目される。 

メモ： 
アヨーディヤはインド神話｢ラーマーヤナ｣の主人公であるラーマ王子の生誕の地とされ、もともとはラーマ
王子の生誕の地であることを示すヒンドゥー教寺院があったとされるが、16世紀にこの地に侵攻したバーブ
ル(ムガル帝国の初代皇帝)によって破壊され、バーブリー･マスジッドが建設されたとされている。(実際にヒ
ンドゥー教寺院が存在していたかどうかは定かでない。)1990 年以降、BJP の支持母体である RSS(民族奉
仕団)を中心にアヨーディヤ奪還･ヒンドゥー教寺院建設の声が高まり、1992 年 12 月にヒンドゥー教徒が大
挙してアヨーディヤに押し寄せ、バーブリー･マスジッドを破壊した。この後、インド各地でヒンドゥー･イスラ
ム間の暴動が発生し、2年後に沈静化するまでに、約 2000 人が犠牲になった。 
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7 月 3 日 

¸ バナジー鉄道相が国会に 2009年度の鉄道予算案を提出。(インドでは、一般予算とは別枠で鉄道
予算が組まれる) 

7 月 6 日 

¸ ムカジー財務相が国会に 2009 年度の一般予算案を提出。歳出総額は約 10 兆 2,000 億ルピー(前
年度比約 36%増)であり、史上初めて 10 兆ルピーを超えた。ムカジー財務相は財政演説の中で、

｢9%成長への回復｣及び｢包括的成長｣を今年度の 2大目標に掲げた。なお、予算案に具体的な規制

緩和等の経済改革が盛り込まれていなかったことを受け、株価指数(SENSEX)は 869.65 ポイント

下落した(1日の下落幅としては今年最大)。 

7 月 15 日 

¸ フィナンシャル･エクスプレス紙は、2008 年の海外居住インド人からのインド本国への送金額が
520 億ドルに達し、途上国の中で最大であったと報じた。 

7 月 17 日 

¸ タタ自動車が小型車｢ナノ｣の納車を開始。記念すべき第 1号車のオーナーとなったムンバイ在住
の男性に対してラタン･タタ会長自身が鍵を手渡した。 

7 月 23 日 

¸ インド工業省は、2009 年 6 月における主要産業部門(石油精製、電力、セメント等)の成長率が
6.5%となり、過去 16か月で最高になったと発表。 

¸ ビジネス･スタンダード紙は、インド政府が 8 月から政府企業の株式売却を加速させる方針と報
じた。 

7 月 27 日 

¸ 2009 年度予算が成立。ムカジー財務大臣は、経済は回復の兆しを見せはじめており、2010 年末
までに 8～9%の成長率達成が可能であると述べた。インド経済は、2005 年度以降 3 年連続で 9%

以上の成長を維持してきたが、2008 年度の成長率は 6.7%であった。 

¸ インド準備銀行(RBI)は、2009 年度の経済成長見通しを 6.5%に上方修正。RBI は本年 3月に成長
率を 5.7%と予測していた。 

 

 3. 外交  

7 月 9 日 

¸ イタリアのラクイラで開催されたサミット関連会合(G8及び新興国の会合、主要経済国首脳会合)
にシン首相が出席。世界金融危機や気候変動問題などについて途上国を代表する立場から、途上

国への資金環流、市場の開放、世界的な食料安全保障、貧困問題に配慮した気候変動政策等につ

いて発言した。なお、この会合に先立ち、インド、中国、ブラジル、メキシコ、南アフリカの 5

か国(G5)間の首脳会合が行われた。 

7 月 14 日 

¸ フランス独立記念日の主賓としてシン首相が訪仏。これに際し、約 400 名のインド軍兵士が凱旋
門前をパレードした。フランスはインドとの防衛交流(軍事品輸出)や原子力協力に関心を有して

いる。 

7 月 15 日 

¸ エジプトのシャルム･エル･シェイクで開催された非同盟諸国首脳会議にシン首相が出席。インド
は非同盟諸国首脳会議の提唱国の一つであり、1961 年に開催された第 1 回会合から出席してい

る(第 1回会合には初代ネルー首相が出席)。インドは現在も非同盟諸国会議において中心的な役

割を果たしており、大きな発言力を有している。 
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7 月 16 日 

¸ エジプトで行われた非同盟諸国首脳会議に際して、シン首相がパキスタンのギラーニ首相と会談
を実施。共同声明にはテロ対策と複合対話をリンクさせないことが盛り込まれているが、パキス

タンによるテロ対策に進展がなければ対話の進展はないという従来の姿勢に反するとの批判が

インド国内で出ている。また、同じく共同声明の中にパキスタンのバロチスタン地方におけるテ

ロ脅威に関して言及されていることも批判の対象となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

7 月 17 日 

¸ 米国のクリントン国務長官が訪印し、ムンバイ及びニューデリーを訪問。20 日にはクリシュナ
外相との会談が行われ、インドによる米国製兵器の購入を円滑にするための取極め(エンドユー

ザー検証)に合意したほか、インドが米国の衛星を打ち上げることを可能にする｢技術保障措置協

定｣を締結。また、オバマ政権にとって初めての国賓として、シン首相が 11 月 24 日に訪米する

ことが発表された。なお、エンドユーザー検証は、米国の検証官によるインド軍事施設への立ち

入りを前提とするものであり、野党側から、インドの主権を侵害するものとの批判が高まった。 

 

 

 

 

 

 

 

7 月 21 日 

¸ クリシュナ外相がタイ･プーケットで開催された ASEAN 関連外相会合(インド･ASEAN 外相会合、
東アジア首脳会議(EAS)外相会合、ASEAN 地域フォーラム閣僚会合)に出席。また、この機会に、

中国及びスリランカとの外相会談を行った。 

7 月 23 日 

¸ インド政府は閣議を開き、インド･ASEAN 間の自由貿易協定(FTA)を承認。双方は年内の署名を目
指しているが、インドでは、国内の農業の発展を阻害するものであるとの批判も出ている。 

¸ パプア･ニューギニアのアバル外務貿易移民相が訪印。パプア･ニューギニアからの閣僚の訪印は
初めて。 

7 月 28 日 

¸ アフガニスタンのスパンタ外相が訪印し、クリシュナ外相と会談したほか、シン首相を表敬訪問
した。インドは、アフガニスタンの国会議事堂建設をはじめ、教育、輸送、通信などの分野に約

7.5 億ドルの支援を実施するなど、アフガニスタン支援に積極的。(注: 日本の支援額は約 17 億

ドル) 

 

 4. 日印関係  

7 月 3 日 

¸ クリシュナ外相が訪日し、中曽根外相との間で第 3回外相間戦略対話を実施。両外相は、日本の

メモ： 
米印関係は、前ブッシュ政権時代に民生用原子力協力の合意をはじめ、幅広い分野で関係が強化され
た。オバマ政権になってから米国からの閣僚の訪問がなく、インド国内には、オバマ政権は米印関係強化
に熱心ではないのではないかとの懐疑心があった。このような中、クリントン長官は 5 日間という長期にわ
たってインドを訪問したほか、シン首相を初の国賓として招待するなど、対印関係強化に向けた積極姿勢を
示した。また、インド側も、シン首相、ソニア･ガンディー･コングレス党党首が長時間の会合を行うなど、最
大限に厚遇した。全体的に、新たな米印関係の幕開けを飾る前向きな訪問となった。 

メモ： 
バロチスタン地方はパキスタン西部に位置し、アフガニスタン、イランと接する。イスラマバードやカラチなど
のパキスタン主要部がパンジャブ人の土地であるのに対し、バロチスタン地方はバロチスタン人の土地で
あり、伝統的にパキスタン政府に対する反感が強い。2004年頃からバロチスタン地方では反政府運動やテ
ロが続いており、パキスタン中央政府による統治が困難な状況が続いている。パキスタン政府は、バロチス
タンの混乱にインドが関与していると主張してきたが、インド側は否定してきた。今回の共同声明の中でバ
ロチスタンについて言及がなされたことは、パキスタンの主張を認めることになるとの批判がインド国内で
高まっている。 
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総理の訪印までに安全保障協力に関する｢行動計画｣を作成することに合意したほか、経済連携協

定(EPA)交渉、貨物専用鉄道建設計画(DFC)、デリー･ムンバイ間産業大動脈構想(DMIC)等に関す

る協力を確認。また、気候変動、国連安保理改革、海賊対策、北朝鮮、スリランカ等について意

見交換を行った。 

 

 

 

 

7 月 7 日 

¸ 東芝 JSW 社(東芝とインドのジンダル･サウス･ウェスト社の合弁会社)がタミルナド州との間で
工場進出に関する合意協定を締結し、チェンナイを建設場所に選定。新工場では、大規模火力発

電所)向けの蒸気タービン･発電機の生産を計画しており、2011年から製造開始予定としている。 

7 月 10 日 

¸ イタリアのラクイラで開催されたサミット会合に際して麻生総理大臣がシン首相と会談。経済関
係をはじめとする二国間関係や気候変動問題について意見交換を行った。なお、両者の会談は、

昨年 10 月に次いで 2回目。 

7 月 22 日 

¸ マラン繊維大臣が訪日。JFW インターナショナル･ファッション･フェアのインド･パビリオンの
開所式に出席。 

7 月 24 日 

¸ 第一三共のインド子会社であるランバクシー･ラボラトリーズ(医薬品メーカー)が 2009年度第 1
四半期の最終損益が約 70 億万ルピー(約 140 億円)になったと発表。 

7 月 28 日 

¸ 国際協力銀行(JBIC)は、インド企業 L&T Boilers Private Ltd.社(三菱重工業、Larsen & Toubro 
Ltd.社等の合弁会社)に対する約 1億 5千万ドル限度の貸付契約に調印。この融資は、L&T Boilers 

Private Ltd.社による高性能発電用ボイラー、蒸気タービン生産設備の建設資金に利用される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今月の注目点 ｢国際的な発言力を増すインド｣ 

フランスが独立記念日の主賓としてシン首相を招待したことや米国のクリントン国務長官

が 5日間という長期にわたってインドを訪問したことに表れているように、インドとの関係強

化に向けた各国の関心はますます高まっている。EU や ASEAN との間では毎年首脳会合を実施

しているおり、昨年は初のインド･アフリカ首脳会議を主催した。また、サミットには 2005 年

のグレンイーグルズ･サミット(英国)から参加しており、今回のラクイラ･サミットでも、様々

な国際的な課題について途上国を代表する立場から意見を述べた。国際的なテロ対策の一環と

して重要な問題となっているアフガニスタンの安定にも大きく寄与しているほか、ソマリア沖

の海賊対策のために軍艦を派遣し、各国民間船舶の保護や海賊の逮捕を行っている。さらに、

非同盟諸国首脳会議や東アジア首脳会議、主要経済国会合、アジア欧州会合(ASEM)などの重要

な国際的な枠組みに参加しているほか、中国、ロシア、南アフリカ、ブラジルなどの新興国に

よる新たな枠組みにも参加している。 

気候変動問題や世界経済の不安定、資源･エネルギー問題、テロ対策、核軍縮･不拡散など、

現在の国際社会が抱える様々な課題は、先進国だけでは解決できず、途上国との協力が不可欠

となっている。このような中、途上国の代表を自認し、途上国の利益を確保すべく先進国に対

して強く主張するインドの発言力はますます強まっている。また、新興国の中でも引き続き高

い成長が見込まれるインドは、市場や投資先として引き続き国際社会の注目を集めている。 

メモ： 
日印両国は、2006 年 1 月の麻生外相(当時)訪印の際に、外相間戦略対話の開始に合意。2007 年 3 月に
ムカジー外相が訪日し、第 1 回対話を実施。2008 年 8 月には高村外相が訪印し、第 2 回対話が実施され
た。 
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《 インド･ニュース(2009 年 8月) 》 

 1 ．内政  

8 月 3 日 

¸ インドで最初の新型インフルエンザによる死亡事例発生(プネ在住の 14歳の女子学生)。 

8 月 4 日 

¸ インド国防省は、国家災害対処機関が策定した｢化学テロ災害対処に関する国家ガイドライン｣
を発表。アントニー国防大臣は、｢テロリストはより狂信的になっており、また最大の犠牲者を

出すことに関心がある｣と述べた上で、｢国防省は、化学テロ災害対処を準備する｣旨宣言した。 

8 月 6 日 

¸ タイムズオブインディア紙は、インドは 3 代目となる新南極基地(仮称｢バーティ｣)を建設し、

2012 年に運用開始する計画を進めている旨報道。 

8 月 7 日 

¸ モンスーン国会閉幕。主要各紙は、今次国会に関し、与野党が国会を主戦場とし、2004 年の総
選挙後の会期と比して審議時間が大幅に伸びたこと(24 日間 92 時間→26 日間 191 時間)や、｢義

務教育の無償化に関する子供の権利法｣等の成立を積極的に評価。 

8 月 11 日 

¸ ダージリン県等西ベンガル州北部のネパール系住民多住地域に独自のゴルカランド州創設を目
指すゴルカ人民解放戦線(GJM)と中央政府、西ベンガル州政府による第 3 回 3 者間協議がニュー

デリーで開催。1988年に設置されたダージリン･ゴルカ丘陵評議会を廃止し、これに替わる代替

行政機関の成立と、そのための協議を進める中央政府側の交渉役指名に合意。 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 月 12 日 

¸ マハラシュトラ州を中心に新型インフルエンザの感染が拡大。12 日現在で、インド全体で死者
20 名(うちマハラシュトラ州内の死者は 15 名)、感染者数はインド全体で 1194 名(｢マ｣州内 536

名)。 

8 月 15 日 

¸ インド独立記念日。シン首相は演説の中で、社会的弱者対策を引き続き積極的に進める姿勢を示
すとともに、9%成長への回帰を経済政策の目標に掲げ、農業については 4%成長という具体的な

数値目標を示した。 

8 月 17 日 

¸ シン首相は、各州の州首相が出席する国内治安問題会議を開催。その中で、①パキスタンにいる
テロリスト･グループによる新たなテロの実行の計画、②ナクサライトによる極左運動、③ジャ

ンムー･カシミール州及び北東部州の治安状況、を特に注意すべき治安問題として言及。チダン

バラン内務相は、極左運動は国内治安の上で一番の課題であるとして、警察活動によってナクサ

ライト支配地域を管理下におき、その後行政活動の回復、開発活動の実施の順で対策を行う旨発

言。 

メモ： 
西ベンガル州において、ベンガル人との差別的待遇に不満を持つゴルカ等ネパール系住民による独自の
ゴルカランド創設を巡り、80年代にゴルカ民族解放戦線(GNLF)が主導し闘争運動を展開。1988年にGNLF
は、独自州創設要求を放棄する一方、大幅な自治権が付与されるダージリン･ゴルカ丘陵評議会(DGHC)を
創設することで政府側と合意。他方で、ゴルカランド創設要求はその後も GNLF 内で依然として存在し、
GNLF 指導者の一人で、同要求を強く主張するビマル･グルンが、2007 年 10 月に組織を追放になったのを
機に、ゴルカ人民解放戦線(GJM)を新たに結成、GNLF を圧倒しダージリン丘陵の実権を掌握するととも
に、当該地域においてゼネストを実施するなど、活発な活動を続けていた。 
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8 月 18 日 

¸ タミルナド州で、州議会補欠選挙(5 議席)を実施。与党ドラヴィダ進歩同盟(DMK)及び同友党コ
ングレス党が 5議席すべてを獲得(DMK3 議席、コングレス党 2議席)。 

¸ 西ベンガル州議会で補欠選挙(コルカタ首都圏内の 2議席)が行われ、コングレス党と連携した草
の根会議派(TMC)が大差で左翼戦線に大勝し、2議席すべてを獲得。 

8 月 26 日 

¸ シン首相は、汚職対策に関する演説を行い、小さい汚職はすぐに摘発されるのに対し大物は罰を
免れているという認識が流布していることに懸念を示した上で、ハイレベルの汚職事案に対する

迅速、公平、正確な捜査が最優先されるべきである旨指摘。 

 

 2．経済  

8 月 4 日 

¸ インド商工省は、2009 年 6 月現在の最新貿易データ(暫定値)を発表。2009 年 6 月の輸出は 128.15
億ドルで前年同月比 27.7%の減少、2009 年度第一四半期(4～6 月)における輸出は 354.32 億ドル

で、前年同期比 31.3%の減少となった。輸入については、2009 年 6 月の輸入は 189.77 億ドルで

前年同月比 29.3%の減少、2009 年の第一 4 半期の輸入は 509.36 億ドルで、前年同期比 36.5%の

減少となった。 

8 月 12 日 

¸ インド商工会議所連盟(FICCI)シンガニア会長がシン首相と会談。シンガニア会長は、政府の多
額の借入計画に懸念を表明、民間銀行の利率引き下げ拒否に対し苦情を訴えるとともに、干ばつ

に近い状況が農産物の不足をもたらし、その結果インフレを引き起こす可能性がある旨警告。 

8 月 18 日 

¸ エコノミックタイムズ紙は、インド財務省がインド電気通信総局に対し、第 3世代携帯電話用周
波数のオークションが完了するまで、第 2世代携帯電話用周波数を割り当てることに警告を発す

るとともに、今後の割り当てのための新たなルールを至急導入するよう迫っている旨報道。 

8 月 19 日 

¸ インド準備銀行は、昨年度の全インド投資事業案件のうち、マハラシュトラ州が 20.6%(118 案件： 
8708 億ルピー)を占め第 1 位となった旨発表。第 2 位はグジャラート州(14.2%、78 案件: 5998

億ルピー)、第 3位はオリッサ州(12.4%、21案件: 5245 億ルピー)、第 4位はアンドラ･プラデシ

ュ州(7.7%、77 案件: 3270 億ルピー)、第 5位はタミルナド州(3.9%、68 案件: 1657 億ルピー)。 

8 月 22 日 

¸ エコノミックタイムズ紙は、7月の農業従事者と農村労働者における消費者物価指数上昇率がそ
れぞれ 12.90%と 12.67%と、過去 10 年間で最高のインフレ率を記録した旨報道。 

8 月 27 日 

¸ シャルマ商工大臣は、2009 年 8 月から 2014 年 3 月までの 5年間の貿易政策を発表し、2014 年ま
でに物品とサービスの輸出を 2倍にすることへの期待を表明。 

メモ： 
12 日には、チャッティースガル州でマオイスト･グループが警察部隊を襲撃し 30 名以上の警察官が殺害さ
れるなど、ナクサライト問題が深刻化しており、今次会議の前には、連邦政府はナクサライト対策のために
陸軍の投入を計画中である旨の報道も流れたが、結局、ナクサライト対策で軍を投入するという方針は示
されなかった。 




